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－２－

Ⅰ．令和２年度気象庁関係予算の概要

（注） 端数処理のため合計額が合わない場合がある。

予算総括表
(単位：百万円)

倍率
(A/D)

倍率
(C/F)

一　般　会　計

○物件費 19,658 1.05 4,000 23,658 0.96 18,757 6,000 24,757

1 地域防災力の強化 113 113 127 127

2
異常気象と激甚化する災害に
対応するための観測体制強
化・予測精度向上

362 1,242 1,604 169 4,846 5,016

   

3
地震・津波・火山噴火時の防
災行動・応急対策を支援する
ための防災情報の充実強化

50 330 380 13 972 985

4
気象情報提供基盤の高度化及
び気象データの利活用促進 5 188 193 40 181 222

5
気象業務の継続性確保に関す
る緊急施策 2,240 2,240

6
気象庁虎ノ門庁舎移転に伴う
経費 1,789 1,789 68 68

7
その他行政経費
（維持運営費等） 17,339 17,339 18,338 18,338

○人件費 35,834 1.00 35,834 1.00 36,008 36,008

合　計 55,492 1.01 4,000 59,492 0.98 54,765 6,000 60,765

区 分

令和２年度予算額 前年度予算額

通　常

(A)

臨時・特別の
措置
（B)

計

(C＝A＋B)

通　常

(D)

臨時・特別の
措置
(E)

計

(F＝D＋E)



－３－

１．地域防災力の強化 １１３百万円

（１）近年頻発している局地的な豪雨に対しても的確に特別警報を発表し、住
民の避難行動を支援

（２）気象庁の緊急記者会見時に手話通訳を配置し、聴覚障害者に配慮して
防災気象情報を提供

Ⅱ．政策経費

（１）局地的な豪雨に対応した大雨特別警報の改善 １０４百万円

◎現在、豪雨災害の発生が広範囲に及ぶ場合にのみ発表している大雨特別警報について、判定方
法の技術的改善を行うことにより、局地的な豪雨災害リスクに対しても迅速・的確に特別警報を発
表することを可能にし、住民に命を守るための最善の行動を促す。

現 ⾏ 改善後

・格⼦を1kmに細分化
・過去の災害を踏まえた
基準値に⾒直し

ごく限られた局地的な豪⾬については、
⼤⾬特別警報が発表できない

5km

【特別警報の役割】
まだ避難できていない住⺠に、直ちに命を守るための最善の⾏動を促す

局地的な豪雨についても局地的な豪雨についても
的確に大雨特別警報を発表的確 大雨特別警報を発表

5km格⼦で判別 1km格⼦で判別

豪雨領域 豪雨領域

【特別警報発表時の⾏動】
・近くの頑丈な建物に避難し安全確保
・それすら危険な場合は、⼭と反対側の
２階に退避する等最善の⾏動

（２）聴覚障害者に配慮した防災気象情報の提供 ９百万円

◎気象庁の緊急記者会見時に手話通訳を配置し、聴覚障害者の方に
危機感や防災上の留意点等を遅滞なく確実に伝えることで、適切な
避難行動を促す。



２．異常気象と激甚化する災害に対応するための
観測体制強化・予測精度向上

１，６０４百万円

－４－

（１）気象レーダーの更新・強化により局地的豪雨等の実況監視能力を強化

し、予測精度を向上

（２）地域気象観測システム（アメダス）の更新・強化により防災気象情報や

国民生活に不可欠な気象データを充実

（３）気象情報を集配信する気象情報伝送処理システム（アデス）のデータ処

理能力を向上させ、防災気象情報の高度化を推進

（４）津波・高潮の監視機能を強化するとともに、沿岸防災及び海上交通安

全等に資する海洋情報を充実

（５）気象衛星ひまわり８号・９号後継機の準備のための調査を実施

（１）気象レーダー観測の強化 ４３５百万円

◎老朽化する全国20箇所の気象レーダーを新型の「二重偏波気象レーダー」に順次更新することに
より、局地的豪雨等の実況監視能力を強化し、予測精度を向上させる。

警報・注意報など
防災気象情報発表
が適時的確に

・局地的な⼤⾬などの
実況監視能⼒が向上

・積乱雲の盛衰予測等
による短時間予測の
⾼精度化

・正確な⾬量の把握に
よる予測精度の向上

○二重偏波気象レーダーについて
・水平方向および垂直方向に振動する2種類の電波を同時に送受信することで、
雨粒の大きさ及び降水強度を高精度に把握することが可能

・雨の三次元分布を把握することで積乱雲の盛衰状況も推定可能

⼆重偏波気象レーダー

局地的豪⾬等の被害
発⽣

急速に成⻑

積乱雲の急速な発達過程を把握

へんぱ



－５－

（２）地域気象観測システム（アメダス）の更新強化

４８５百万円（補正 ２７５百万円）

（３）気象情報伝送処理システム（アデス）の更新強化 ６５３百万円

◎◎気象情報伝達のための基幹システム「アデス」を更新することにより、増加する気象データ・情報へ
のの対応を図り、気象・地震・津波等の防災気象情報を迅速・確実に防災機関等に対して提供する
体制を確保する。

情
報
発
表

【更新強化】
気象情報伝送処理システム（アデス）

国内外のデータ収集・配信

東京、大阪で
常時運用

スーパーコンピュータシステム

大気の状態予測（数値解析予報）

パ ピ タシ ム

データ送受信

予報官(全国の気象台)

今後の予測・情報の作成

実況監視
予測資料の分析

【観測データ(国内外)】 【解析・予測・情報作成】

発表なし注意報警報特別警報

【防災気象情報の提供】
特別警報・警報・注意報

台⾵情報

⼟砂災害・浸⽔・洪⽔危険度分布
津波警報、地震情報、噴⽕警報
等

気象衛星観測網

高層気象観測網
ﾗｼﾞｵｿﾞﾝﾃﾞ､ｳｨﾝﾄﾞﾌﾟﾛﾌｧｲﾗ
航空機

レーダー気象
観測網

地上気象観測網
各気象官署
アメダス観測

観測データの増大
計算能力の向上

情報量の拡大

ﾗ

収
集

◎老朽化するアメダスを順次更新するとともに、集中豪雨の予測能力向上に必要な湿度観測能力を
強化する。

風向風速計

雨量計 積雪計
温湿度計

処理装置

集中豪雨の予測精度向上地域気象観測システム（アメダス）

局地的⼤⾬の予測精度を向上

現 状 改 善

上空で⾬雲が発⽣

暖かく湿った⾵ アメダスで観測



（４）沿岸防災及び海上交通安全等のための海洋情報の充実強化

７百万円（補正 １６７百万円）

－６－

◎高潮・高波による災害の多発や海流・水温の変化に起因する被害に対応するため、海洋情報の作
成・発表に必要なシステムを更新し、海洋に関する各種防災情報の充実を図る。

（５）次期気象衛星に関する調査 ２４百万円

◎ひまわり８号・９号の後継機について、２０２３年度の契約・製造に向け、２０１９年度の衛星本体に
関する技術調査に続き、運用体制・調達方法等に関する調査を行う。

【観測データ】

観
測
デ

タ
収
集

○潮位データ総合処理装置
・高潮や沿岸における高波
の情報作成

【更新強化】

波浪・⾼潮･海流・⽔温等の
詳細な情報を迅速に作成・提供

○海洋情報処理装置
・波浪、海流、水温等の海
洋情報作成

気象庁情報システム基盤

波浪予測高潮予測

津波・高潮監視

監視機能の強化と詳細予測情報の
提供

情
報
発
表

海流予測、海面水温予測、海氷予測等

【解析・予測・情報作成】 【様々な海洋情報】

衛星、船舶、ブイ、フロート

沿岸波浪計

潮位計 津波計
潮位データ

調査項⽬

実現性の調査分析

衛星整備・運⽤等の最新動向や
作業範囲の調査・分析

後継機に係る製造経費の調査

運⽤経費の調査

全体計画・仕様を検討

実施形態、官⺠リスク分担の組み合わせの
中から、最適な整備・運⽤等の⽅針を検討

経済的かつ最適な調達⽅法等の検討

衛星整備、運⽤等の関係事業者の動向を把
握し、実現性を担保



３．地震・津波・火山噴火時の防災行動・応急対策を
支援するための防災情報の充実強化

３８０百万円

－７－

（１）地震発生後の避難行動・救助活動を支援するため、詳細な推計震度分

布情報や津波の終息見込み情報などを提供

（２）火山噴火後の避難行動・救助活動を支援するため、長期間活動がない

火口からの噴火でも迅速に降灰予報を提供

（３）火山の監視・観測に必要な機器を更新し、確実な火山監視体制を確保

（１）地震・津波災害等における防災行動及び応急対策の支援強化

４９百万円

津波避難の緊急性がより分
かりやすく伝わるよう、文字
情報だけでなくビジュアル化
して提供

⾼度化
推計震度
分布図

震度７

震度６強

震度６弱

震度５強

震度５弱

●地震の⼆次被害防⽌や迅速な救難・救助を⽀援する情報の充実

●津波に伴う避難・災害応急対策を⽀援する情報の充実

・緊急対応優先度の判断
・救援ルートの選定
・避難場所の選定 等

・津波の状況を分かりやすく伝
え、迅速な避難行動を促す

・二次災害を防止し、救助・救
難活動等の応急対策に向けた
判断を支援 等

より詳細に解析した
推計震度分布情報の提供

支援

津波警報・注意報の

解除見込み時間を
提供

支援

⾼

国道

IC
県道

⾼⾼

国道道

IC
県道

1kmメッシュ 国道

IC
県道

国道道

IC
県道道

250m2525252525252 0m0m0m0m0m0mmメッシュmmmmmmメッメッメッッッメッッシュシュシュシュシュシシメメメメメメ

12:30

13:00

13:30

津波予報区名 津波到達予想時刻 予想される
津波の⾼さ

静岡県 津波到達中と推測 5m
相模湾・三浦半島 18⽇12時50分 3m
千葉県内房 18⽇13時10分 3m
東京湾内湾 18⽇13時20分 1m

通⾏可

◎地震発生時に、迅速な救難・救助を支援するため詳細な推計震度分布情報を提供するとともに、
津波避難の緊急性がより分かりやすく伝わるようビジュアル化することで適切な避難行動を促進す
る。また、津波の終息の見通しを提供することで、救難・救助活動等の応急対策の判断を支援し、
地震・津波災害の防止・軽減や迅速な人命救助活動に貢献する。



（２）火山噴火時の防災行動及び応急対策の支援強化 １１５百万円

－８－

◎現在、火山活動が活発で監視中の火口しか提供することができない降灰予報を、長期間噴火がな
く常時監視していない火口からの噴火に対しても迅速に提供することができるよう、システムを更
新・強化し、住民・登山者の避難行動や救助・救難活動等を支援する。

（３）火山監視・観測用機器の整備 ２１６百万円

◎老朽化が進む火山の監視・観測機器を順次更新し、噴火警報や噴火警戒レベル等の安定的な発
表体制を確保する。

退避壕
噴⽕地点

⼭頂
展望台

新たな降灰予報に
基づく救助隊進⼊
路の迅速な選定

新たな降灰予報に基づく
観光客等の適切な避難誘導

避難路
利⽤不可

避難所

【火口カメラ】
火口内の状態の変化等を
常に監視

【【地震計・空振計】

水蒸気やマグマの動きを示す
地震や空気の震動を観測

【火山ガス遠隔観測装置】

活動の高まりとともに増える
火山ガスを観測

【赤外熱映像装置】
活動の高まりとともに上昇する
地面の温度を観測

【測距観測装置】

噴火前に現れる山の微小な
ふくらみを観測

【火口近傍の地域における防災・救助活動を支援】
・救助隊進出路や避難路等の適切な選択
・迅速な交通規制等

【火口から離れた地域においても生活インフラ等への応急対策を支援】
・効果的な除灰対象道路等の選定
・水道や電力等への影響軽減対策等

現在は、頻繁に噴⽕するような活動中の
⽕⼝しか降灰予報を提供できない

【システム機能を強化】
⻑期間噴⽕活動がない⽕⼝
からの噴⽕でも迅速に降灰
予報を提供可能に

多量

やや多量

少量

予想される降灰の状況



－９－

（１）気象庁情報システム基盤の構築 １８８百万円

４．気象情報提供基盤の高度化及び気象データの利活用促進

１９３百万円

（１）気象情報等を作成・発表するためのシステムを効率的に整備し、多様化
する防災気象情報のニーズにも迅速に対応

（２）気象ビッグデータの利活用環境を構築し、企業等における生産性向上の
取組を促進

◎防災や産業利用など気象情報に関する国民のニーズの多様化や情報技術の進展に伴い、気象庁
の情報作成・提供システム数が増加し、コストも肥大化している。こうしたシステムを統合集約し、
効率的な気象データ・情報の提供のための環境整備を図る。

【気象庁情報システム基盤】

ハードウェア部分を共通化

業務
アプリ

①更新・維持コストを抑制
②柔軟で迅速な情報改善を実現

【集約後】

【従 来】

○○予測
システム○○観測データ

処理システム

○○処理
システム

○○総合処理システム

ハードウェア

業務アプリ

業務アプリ

ハード・ソフト⼀体の多数の個別システム

システム基盤

業務
アプリ

移行

拡張

○○システム

△ △処理システム

・ハードウェア部分を「気象庁情報システム基盤」として共通化
・個々の情報システムを更新時期にあわせてアプリケーション化し基盤へ搭載

データの重複によりデータ量
が肥⼤化

システムの容量不⾜で情報の
改善・提供が迅速にできない

システム更新コストが増加

データの共有化によりハード
ウェアを削減

システムの共通化により必要
な容量を確保し、迅速に情報
を改善・提供

ライフサイクルコストの抑制



【参考】 現在⼯事中の気象庁⻁ノ⾨庁舎

（２）生産性向上に資する気象ビッグデータ利活用環境の構築 ５百万円

－１０－

◎企業等における生産性向上の取組を促進するため、気象庁が保有する気象ビッグデータのオープ
ン化を進め、民間における幅広い利活用を促す。

気象ビッグデータの活⽤事例

気象ビッグデータ
×

産業データ

気温予測結果に基づく⽣産調整気温と売上の関係分析

製造・販売 ⼩ 売
気象データや販売実績などを組み合わせてAIによる
需要予測を⾏い、それを基に⽣産調整して廃棄ロス・
機会ロスを削減することにより、約1,800億円の経済
効果をもたらすと推計

・飲⾷店で天気予報や曜⽇、近隣の宿泊者数と、来
店客の属性等の⾃社データを組み合わせて来店客
数、メニュー毎の販売数を予測し、売上４倍、利益
率10倍を実現した店舗も

⽉
別
売
上

気 温

気
温
予
測

⽣産増

⽣産減

気象庁

庁舎移転先

港区（教育センター、科学館）と共に⼊居
地下2階、地上14階
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Ⅲ．その他

◎現在の大手町庁舎（昭和３９年～）から虎ノ門庁舎へ移転する。 （令和２年１１月移転予定）

気象庁虎ノ門庁舎移転に伴う経費 １，７８９百万円

５．気象業務の継続性確保に関する緊急施策
（防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策関連）

２，２４０百万円

（２）気象業務を維持するための拠点施設の継続性確保に関する緊急対策
４２７百万円

（１）大規模災害時や停電時においても観測を継続するため、観測機器用の
非常用電源等を整備

（２）大規模災害時や通信の途絶時等においても気象業務の継続性を確保す
るため、気象官署の情報通信設備や電源設備等を整備

（１）気象・地震等観測施設の継続性確保に関する緊急対策 １，８１３百万円

◎大規模災害時や停電時においても観測が継続できるよう、非常用電源等の強化を図る。

地域気象観測システム（アメダス）に
⾮常⽤電源を整備（停電時の24時間
バッテリーを72時間化）

緊急地震速報に必要な
地震計を更新

◎大規模災害時や通信の途絶時等においても気象業務の継続性が確保できるよう、情報通信設備
や電源設備等を整備する。

受変電設備改修 マシン室空調設備改修

地
方
気
象
台

管
区
気
象
台

⼀般電話般電話

⾮常⽤回線

⾮常⽤通信設備の整備

⼀般電話回線途絶時、⾃治体⽀援の
状況などを連絡

風向風速計

雨量計 積雪計 温湿度計

処理装置



－１２－

Ⅳ．令和元年度補正予算による措置

（１）台風情報等の防災気象情報の充実 ６７０百万円
①熱帯低気圧の段階から５日先までの台風予報を提供 148百万円
②気象庁ホームページの改修 45百万円
③地域気象観測システム（アメダス）の更新強化 275百万円
④沿岸防災及び海上交通安全等のための海洋情報の充実強化 167百万円
⑤地域気候変動予測情報の提供 35百万円

（２）地域の防災を支える気象防災専門家の育成支援 ２７百万円

（３）気象レーダー観測施設整備 ８８百万円

（４）アメダス観測所施設整備 １２３百万円

９０８百万円災害からの復旧・復興と安全・安心の確保

台風になる前の熱帯低気圧の段階から
5日先までの予報を提供

気象情報等の理解・活用を促進するための
教材を作成し、関係機関と普及啓発を展開

地域気候変動予測情報の提供
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（（１）地域防災力の強化

－１４－

JETT(気象庁防災対応⽀援チーム)について
○ 市町村等の防災対応の⽀援を強化すべく、災害が発⽣した（⼜は発⽣が予想される）場合に、都道府県や市

町村の災害対策本部等へ ＪＥＴＴ（気象庁防災対応⽀援チーム）として気象庁職員を派遣
○ 現場のニーズや各機関の活動状況を踏まえ、気象等のきめ細かな解説を⾏うことなどにより、地⽅公共団体や各

関係機関の防災対応を⽀援
○ 国⼟交通省のＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊）の⼀員として活動

※ JETT（ジェット） = JMA Emergency Task Team

ＪＥＴＴ（気象庁防災対応支援チーム）の概要

○ＪＥＴＴの派遣実績

２０１９年度の災害派遣 派遣期間 派遣先 人数

1 岐阜県大雨 5/13～5/13（1日） 岐阜県 2

2 鹿児島県種子島・屋久島地方で発生した大雨 5/19～5/20（2日） 鹿児島県、屋久島町 6

3 中国地方で発生した大雨 6/7～6/7（1日） 広島県 2

4 山形県沖を震源とする地震 6/19～6/27（9日） 3県、2市 21

5 熱帯低気圧から変わる台風と前線による大雨 6/26～6/27（2日） 17都県、村上市 45

6 梅雨前線よる大雨 6/28～7/22（25日） 12県、鹿児島市 91

7 熱帯低気圧から変わる台風 7/25～7/26（2日） 5県 11

8 台風第8号 8/4～8/6（3日） 9県 23

9 台風第9号 8/6～8/8（3日） 1県、3市町 13

10 浅間山の噴火 8/7～8/8（2日） 2県、2町村 11

11 台風第10号 8/9～8/17（9日） 34都道府県、3市村 142

12 台風第11号 8/23（1日） 沖縄県 2

13 九州北部の大雨 8/27～9/11（16日） 4県、3市町
92

14 台風第13号 9/3～9/11（9日） 3県、3市町

15 台風第15号 9/6～10/7（31日） 10都県、13市町

22716 台風第17号 9/19～9/23（5日） 19道県、3市町

17 台風第18号 9/29（1日） 6県、3市町

18 台風第19号 10/10～（派遣中） 32都道府県ほか 1,001～

19 台風第20号 10/21（1日） 愛知県、奈良県 4

20 暴風雪・高波・大雪 11/13（1日） 北海道 9

21 台風第21号 11/21（1日） 宮古島市 3

（令和元年12⽉6⽇現在）
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警戒レベルと防災気象情報の関係について

○住⺠がとるべき⾏動を５段階に分け、情報と⾏動の対応を明確化。
・【警戒レベル３】⾼齢者等避難、【警戒レベル４】全員避難とし、避難のタイミングを明確化
・命を守る⾏動のために極めて有効な「災害が実際に発⽣している」との情報を、【警戒レベル５】災害発
⽣として位置付ける。

○様々な防災気象情報と警戒レベルとの関係を明確化し、住⺠の⾃発的な避難判断等を⽀援

危険度分布について



（（２２）局地化・集中化・激甚化する気象

－１６－

新たな気象状況「局地化」・「集中化」・「激甚化」

平成30年7月豪雨

平成30年6月28日から
7月8日までの期間降水量

高知県馬路村
魚梁瀬(ﾔﾅｾ)
1852.5mm

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

中国・九州北部豪雨、
兵庫県佐用町の水害

茨城・栃木等竜巻、
九州北部豪雨

新潟・福島豪雨、
台風第12号

平成27年

H25.3北海道暴風雪
H25.7-8特別警報相当大雨
H25.9埼玉・栃木等で竜巻
H25.9特別警報(台風18号)
H25.10伊豆大島土砂災害
H26.2関東甲信地方等大雪

平成28年 平成29年 平成30年

平成26年8月豪雨
（広島土砂災害）

平成27年9月
関東・東北豪雨

平成29年7月
九州北部豪雨

台風第7・
9・10・11号

平成30年7月豪雨
台風第21号など

「気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）」の

第５次評価報告書は、「我が国を含む中緯度

の陸域のほとんどでは、今世紀末までに極端

な降水がより強く、より頻繁となる可能性が非

常に高い」と予測している。

大雨の発生数は増加傾向にある

［アメダス］１時間降⽔量50mm以上の年間発⽣回数
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） トレンド＝27.5（回/10年）

年
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令和元年 台風第１９号（上陸時：１０月１２日１９時）

気象衛星（⾚外画像） 気象レーダー

特別警報を発表した
市区町村

13都県
309市区町村
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＜＜参考＞ 梅梅雨前線と台風による九州の大雨について

１．概要
(1) ６⽉下旬から梅⾬前線が⻄⽇本から東⽇本付近に停滞し、前線に向かって暖かく湿った

空気が流れ込んだため、九州南部を中⼼に⼤⾬となった。６⽉28⽇から７⽉５⽇までの総
降⽔量は、宮崎県えびの市で1089.5ミリなど、九州北部地⽅や九州南部で400ミリを超え
たところがあり、７⽉の⽉降⽔量平年値の２倍となる⼤⾬となったところがあった。

この⼤⾬の影響で、河川の氾濫、浸⽔害、⼟砂災害等が発⽣し、⿅児島県で死者２名と
なった。また、⻄⽇本や東⽇本で住家被害が発⽣し、停電、断⽔、電話の不通等ライフライ
ンに被害が発⽣したほか、鉄道の運休等の交通障害が発⽣した。

(2) 台⾵第５号や太平洋⾼気圧の影響で流れ込んだ暖かく湿った空気の影響により、⻑崎県
の五島と対⾺には台⾵周辺の発達した⾬雲が7⽉19⽇夜から次々と流れ込んだため、数⼗年
に⼀度の記録的な⼤⾬となり、７⽉20⽇10時５分に⻑崎県の五島及び対⾺に⼤⾬特別警報
を発表した。

この⼤⾬の影響で、河川の氾濫、浸⽔害、⼟砂災害等により住家被害、停電、断⽔等ライ
フラインに被害が発⽣したほか、鉄道や航空機の運休等の交通障害が発⽣した。

３．⾃治体等への⽀援状況
梅⾬前線や台⾵による⼤⾬（九州南部以外の地域も含む）の対応として、ＪＥＴＴ(気

象庁防災対応⽀援チーム) を１２県の地⽅公共団体へ派遣し気象の⾒通し等について解
説・助⾔を実施。（６⽉２８⽇〜７⽉２２⽇）【 】

２．気象庁の対応状況
気象庁では、梅⾬前線による⼤⾬に対して記者会⾒を開催し警戒を呼びかけるとともに、気

象情報や警報等の防災気象情報を発表し、⼤⾬に対して警戒を呼びかけた。台⾵第５号等によ
る⼤⾬に対しては、⻑崎県の五島及び対⾺に⼤⾬特別警報を発表するとともに記者会⾒を開催
し、最⼤級の警戒を呼びかけた。

大雨警報（土砂災害）の危険度分布（7/3 20:30）

大雨警報（土砂災害）の危険度分布

7/20 14:00（対馬） 7/20 11:00（五島）
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＜＜参考＞ 台台風第１５号について

１．概要
台⾵第15号は、９⽉7⽇〜８⽇にかけて⼩笠原諸島及び伊⾖諸島付近を通過し、9⽇3時前に

は三浦半島を通過し、その後強い勢⼒で9⽇5時前に千葉市付近に上陸した。

４．⾃治体等への⽀援状況
各地の気象台では、台⾵の影響に応じて順次台⾵説明会やホットラインによる気象解説を実

施するとともに、ＪＥＴＴ(気象庁防災対応⽀援チーム) を１０県の地⽅公共団体へ派遣し気
象の⾒通し等について解説・助⾔を実施。

（９⽉６⽇〜１０⽉７⽇）【 のべ１１８⼈】

＜暴⾵＞
・神津島村で最⼤⾵速 43.4メートル及び最⼤瞬間⾵速 58.1メートルを観測
・関東地⽅を中⼼に19地点で最⼤⾵速及び最⼤瞬間⾵速の観測史上１位の記録を更新

＜⼤⾬＞
・静岡県伊⾖や伊⾖諸島、関東地⽅で1時間50ミリ以上の⾮常に激しい⾬を観測、局地的には1時間
80ミリ以上の猛烈な⾬を観測
・総⾬量では、伊⾖市天城⼭で450ミリ、⼤島町⼤島や伊⾖市湯ヶ島で300ミリを超えた

台⾵経路図

３．気象庁の対応状況
気象庁では、台⾵の接近する前から本庁にて記者会⾒を開催し早期対応を呼びかけるととも

に、台⾵に関する気象情報や警報等の防災気象情報を発表し、暴⾵、⾼波、⼤⾬等に対して警
戒を呼びかけた。

２．被害状況（内閣府とりまとめによる）
（１） 1名、重傷者13名、軽傷者137名
（２） 342⼾、半壊3,927⼾、⼀部損壊70,397⼾、

床上浸⽔127⼾、床下浸⽔118⼾
（３） 77件（⼟⽯流等1件、地すべり1件、がけ崩れ75件）
（４）電 約934,900⼾ （9⽉9⽇ 7:50時点）

千葉県内の
暴⾵による被害

※千葉県⾹取郡多古町提供
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＜＜参考＞ 台台風第１９号について

１．概要
台⾵第19号は10⽉12⽇19時前に⼤型で強い勢⼒で伊⾖半島に上陸した後、関東地⽅を通過

した。

４．⾃治体等への⽀援状況
各地の気象台では、台⾵の影響に応じて順次台⾵説明会やホットラインによる気象解説を実

施するとともに、ＪＥＴＴ(気象庁防災対応⽀援チーム) を３２都道府県の地⽅公共団体へ派
遣し気象の⾒通し等について解説・助⾔を実施。

（１０⽉１０⽇〜）【 のべ1,001⼈（１２⽉６⽇現在）】

３．気象庁の対応状況
気象庁では、台⾵の接近する3⽇前から本庁にて記者会⾒を開催し早期対応を呼びかけると

ともに、台⾵に関する気象情報や警報等の防災気象情報を発表し、暴⾵、⾼波、⾼潮、⼤⾬等
に対して警戒を呼びかけた。

この台⾵による⼤⾬に対しては、13都県に⼤⾬特別警報を発表するとともに記者会⾒を開催
し、最⼤級の警戒を呼びかけた。

＜⼤⾬＞
・静岡県や新潟県、関東甲信地⽅、東北地⽅を中⼼に広い範囲で記録的な⼤⾬
・総⾬量では、神奈川県箱根町で1000ミリ、関東甲信地⽅と静岡県の17地点で500ミリを超えた
・13都県に⼤⾬特別警報を発表

＜暴⾵＞
・東⽇本から北⽇本にかけての広い範囲で⾮常に強い⾵を観測
・東京都江⼾川臨海で、観測史上1位の値を超える最⼤瞬間⾵速43.8メートルを観測
・千葉県市原市で⻯巻と推定される突⾵が発⽣

＜波浪・⾼潮＞
・静岡県⽯廊崎で波⾼13メートル、京都府経ヶ岬で9メートルを超える記録的な⾼波を観測
・東京都三宅島で潮位230センチなど、静岡県や神奈川県、伊⾖諸島で、最⾼潮位を観測

9⽇9時 ⼤型 猛烈な
915hPa 55m/s

9⽇21時 ⼤型 猛烈な
915hPa 55m/s

12⽇9時 ⼤型 強い
950hPa 40m/s

11⽇21時 ⼤型 ⾮常に強い
945hPa 45m/s

11⽇9時 ⼤型 ⾮常に強い
935hPa 45m/s

10⽇21時 ⼤型 ⾮常に強い
920hPa 50m/s

10⽇9時 ⼤型 猛烈な
915hPa 55m/s

12⽇18時 ⼤型 強い
955hPa 40m/s

12⽇21時 ⼤型 強い
965hPa 35m/s

13⽇9時 ⼤型
975hPa 30m/s

10⽉12⽇19時前
伊⾖半島に上陸

台⾵経路図 13⽇12時 温帯低気圧に変わる
980hPa

２．被害状況（内閣府とりまとめによる）
（１） 98名、⾏⽅不明者3名、重傷者40名、軽傷者444名
（２） 2,902⼾、半壊20,616⼾、⼀部損壊24,490⼾、

床上浸⽔17,581⼾、床下浸⽔25,628⼾
（３） 962件（⼟⽯流等426件、地すべり44件、がけ崩れ492件）

洪⽔被害（宮城県丸森町）

※国⼟交通省⽔管理・国⼟保全局提供

⼟砂災害（岩⼿県宮古市）



－２０－

＜＜参考＞ 山山形県沖の地震について

１．概要
６⽉１８⽇２２時２２分に⼭形県沖を震源とするマグニチュード６．７の地震が発⽣し、

新潟県村上市（むらかみし）で震度６強、⼭形県鶴岡市（つるおかし）で震度６弱を観測し
たほか、北海道から中部地⽅にかけて震度５強〜１を観測。

６⽉１８⽇２２時２４分に⼭形県、新潟県上中下越、佐渡、⽯川県能登に津波注意報を発
表。６⽉１９⽇０１時０２分に津波注意報を解除。

３．気象庁の対応
（１）６⽉１９⽇から、⼤⾬警報・注意報、⼟砂災害警戒情報の発表基準を通常基

準より引き下げた暫定基準による運⽤を開始
（２）６⽉１９⽇にJMA-MOT（気象庁機動調査班）を派遣（新潟地⽅気象台、⼭形地⽅気

象台、仙台管区気象台）し、震度観測点の観測環境及び地震動による被害状況につい
て現地調査を実施

２．被害状況（内閣府とりまとめによる）
９名、軽傷３４名。

、⼀部破損１，２４５棟。
（３）電 停電⼾数 約９，１００⼾（６⽉１８⽇２２時４５分時点）

■震度分布

村上市
（震度６強）

鶴岡市
（震度６弱）

４．⾃治体等への⽀援状況
ＪＥＴＴ(気象庁防災対応⽀援チーム) を秋⽥県、⼭形県、鶴岡市、新潟県、村上市に派遣

し、地震の発⽣状況、気象の⾒通し等について解説・助⾔を実施。
（６⽉１９⽇〜６⽉２７⽇）【 】

山形県 新潟県村上市

■津波の観測状況

粟島（５cm）

佐渡市鷲崎（４cm）

輪島港（８cm）

新潟（８cm）

酒田（５cm）

秋田（８cm）

鶴岡市鼠ケ関（11cm）

柏崎市鯨波（４cm）

ねずがせき



（（３）気象データの利活用による生産性向上への取組について

－２１－

○ 産学官連携の「気象ビジネス推進コンソーシアム」等を通じ、産業界のニー
ズや課題を把握。これらに対応した新たな気象データの提供等により、気象
データの利活⽤を促進することで、各分野における⽣産性向上を⽬指す取組
を⽀援。

○産業界に対するセミナーの開催や新たな気象データの提
供開始に先⽴つ試⽤モニタリング等により、産業界の
ニーズや課題を把握

気象とビジネスが連携した気象データ活⽤の促進

気象ビジネス推進コンソーシアム（WXBC） H29.3設⽴

意⾒の聴取・ニーズの反映
（アンケート、ヒアリング）

セミナーの開催
気象データの試⾏的提供

気象庁 産業界

気

産

ズ

庁

ＩＴベンダー
ＩｏＴ等研究者

ＩＴ
各産業の企業

（農業、⼩売、⾦融、
建設、運輸、電⼒等）

ビジネス

気象事業者
気象研究者

気象
構成員

ビッグデータである気象データ、IoTやAI等の先端技術を
総動員し、⽣産性⾰命を実現、気象ビジネス市場を拡⼤

製造・販売

⼩ 売

気象データや販売実績などを組み合
わせてAIによる需要予測を⾏い、⽣
産調整して廃棄ロス・機会ロスを削減
することにより、約1,800億円の経済
効果をもたらすと推計

気象データの利⽤例

飲⾷店で天気予報や曜⽇、近隣の
宿泊者数と、来店客の属性等の⾃社
データを組み合わせて来店客数、メ
ニュー毎の販売数を予測し、売上４
倍、利益率10倍を実現した店舗も

需要予測の導⼊効果
年間約１８００億円

気象データの利活⽤の⼀層の促進、成果（利活⽤モデル等）を全国に展開

気象データの利活用による各分野における生産性革命の実現

農業
気象データに基づく適切な栽
培管理により、収穫量増⼤

気象データによる需給予測に
基づく⽣産管理により、廃棄
ロス等の削減

製造・物流
気象データによる需要予測に
基づくサービスの提供等によ
り、観光客・売り上げ増

観光



（（４）気候変動適応法に関する気象庁の取組

－２２－

気候変動の影響が顕在化している中、気候変動の影響による被害の回避･軽減策
（適応策）推進のため、気候変動適応法が平成３０年１２⽉に施⾏された。

気象庁は、気候変動の実態（観測・監視）と⾒通し（将来予測）に関する科学
的知⾒や情報を基に、国や地⽅公共団体の適応策の策定等を⽀援していく。

気象庁

気候変動の影響はすでに顕在化、今後更に深刻化するおそれ。適応策が重要。

⽇本の年平均気温は、100年あたり
1.19℃の割合で上昇。
今後さらなる上昇が⾒込まれる。

⽔稲の⽩未熟粒

サンゴの⽩化
ヒトスジシマカの分布北上

(デング熱の媒介⽣物)

⽣態系

⽶・果樹

みかんの浮⽪症
農林⽔産省）

環境省）

（ 農林⽔産省）

強い台⾵の発⽣数等の増加（将来予測）

農
林
⽔
産
業

⽔
環
境
・

⽔
資
源

2016(気象庁)）

国⽴感染症研究所）

豪⾬の増加

災害・
異常気象

適応計画策定

適応策の策定

・気温
・降⽔量
・顕著現象 等

・海⾯⽔温
・海⾯⽔位 等

⼤気の将来予測

海洋の将来予測

＜農業＞
・⾼温耐性品種の導⼊
・品質低下対策
・新たな特産物検討

＜健康＞

・熱波予報
・ワクチン備蓄

＜農業＞

＜⽔産＞

＜健康＞
収量予測

搬送者数予測
感染症予測

漁獲⾼予測

浸⽔被害予測

＜防災＞ ＜防災＞

・堤防の整備
・ハザードマップ
・都市計画変更

・漁場の変更
・耐⾼温養殖⿂の導⼊

⼤気の将来予測
気候変動の⾒通し（将来予測）

適 策

各省・地⽅公共団体
各分野における
影響予測・評価

熱中症情報 救急搬送状況）

熱中症・
感染症

熱中症患者の増加

＜⽔産＞

観測データ
予測データ
提供･解説

気候変動の実態（観測・監視）



（（５５）） 令令和２２年度予予算案 組組織のの概概要

－２３－

⾃然災害の激甚化
●⾬の降り⽅は局地化・集中化・激甚化の様相。近年も「平成30年7⽉豪⾬」等により甚⼤な被害。地球

温暖化により⼤⾬や極端な⾼温等が更に増加すると予測
●30年以内に南海トラフ巨⼤地震（M8〜9クラス）が発⽣する確率は70-80％と評価されるなど、甚⼤な

被害をもたらす地震・噴⽕の発⽣も懸念
社会の変⾰
●地域社会の担い⼿の減少や要配慮者の増加等、地域防災⼒の低下が懸念
●⽣産年齢⼈⼝が減少する⼀⽅、外国⼈居住者・旅⾏者は増加
●Society5.0の実現に向け、AI等を活⽤した新たな価値の創出が提唱

業務強化の⽅向性

背景

交通政策審議会気象分科会提言「2030年の科学技術を見据えた気象業務のあり方」（平成30年８月）

防災関係省庁・
⾃治体

→我が事感を
持った迅速適
切な避難⾏動

政府への迅速的確
な情報提供・解説

→我
持
切

→地域防災⽀援
(「JETT」、
「あなたの町の予報官」)

気象情報・データ
× 様々なビッグデータ

①防災対応・⽀援の推進
●我が国全体の防災対応・危機管理への対応を強

化するとともに、 ⾃治体や防災関係省庁等と
⼀体となり、住⺠の防災⾏動に結びつくよう、
地域防災⼒強化に貢献

③観測・予測精度向上に係る技術開発の推進
●防災対応・⽀援及び⽣産性向上に貢献できるよう、⼤規模な被害をもたら

す気象や地震⽕⼭現象の観測・予測精度向上、 社会経済活動の活性化に資
する社会基盤データとしての数値予報の⾶躍的な⾼度化・精度向上を推進

②気象情報・データの利活⽤の促進
●気象情報・データが社会の基盤情報として流通・

利活⽤されるよう、容易に取得・利活⽤できる環
境整備と「理解・活⽤」されるための取組を推進

住⺠・地域
コミュニティ

ｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰによる
⼤気の状態予測
（数値予報）

⇒ 新技術の導⼊
や開発を⼤幅
に推進

農業

観光

製造・⼩売

AI

社会の様々な
ビッグデータ

× 様々な
気象情報・
データ 観光

⇒ 各産業分野
における⽣産性
⾰命の実現

→より早期・的確
な対応、円滑な
危機管理業務

ら 気象衛星
ひまわり

交通・物流

政政政政
なななな

地
((
「「

地地地
((

気象情報・データ
避難に繋がるよう

「伝える」

AI、社会の様々な
ビッグデータとの連携

交通

⾃然災害が激甚化する国⼟、変⾰する社会において、安全、強靭で活⼒ある社会の実現に貢
献できるよう、「気象防災監」や「情報基盤部」を設置するなど、防災⼒強化及び⽣産性向
上のための体制の整備

体制の強化

地球環境・海洋部

総務部

観測部

＜現⾏＞

地震⽕⼭部

＜令和２年度＞ ※組織名称は全て仮称

気象防災監監

予報部

総務部

⼤気海洋部

地震⽕⼭部

情報基盤部

気象現象を予測するモデル等を分野横断的に開発する
体制を整備するとともに、気象情報・データの流通・
利活⽤を促進する体制を整備。

地球温暖化等、⻑期的な視点も含めて、豪⾬や⼤雪、
猛暑といった気象リスクに対応していくための体制を
整備。

地震⽕⼭現象に関係する観測・システム整備及び技術
開発を⼀元的に実施する体制を整備するとともに、⼤
規模地震に対応していくための体制を整備。

次 ⻑

⻑ 官 専⾨的知識に基づき、防災に関する平時・緊急時
におけるハイレベルの対応や省庁間調整を実施。次 ⻑

⻑ 官

部部部部部



（（６） 令令和２年度予算案 定定員の概要

－２４－

定 員 増員数 ８１⼈

【地域防災業務】 ６７⼈
○地域防災⼒向上に向けた市町村⽀援のための体制強化等 ２５⼈
○地域防災⽀援強化のための予報警報業務の強化 ３８⼈
○気象災害危険度の判断技術の開発体制の強化 ４⼈

【観測予報業務】 １３⼈
○次期静⽌気象衛星の整備・運⽤準備体制の強化 ４⼈
○局地的な⼤⾬による災害防⽌のための防災気象情報の

提供に向けた開発体制の強化 ８⼈
○極端な気象現象に関する情報⾼度化体制の強化 １⼈

【地震⽕⼭業務】 １⼈
○沖合津波計・地震計を活⽤した津波警報及び緊急地震

速報実施体制の強化 １⼈


